
平成19年３月期　個別中間財務諸表の概要
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単元株制度採用の有無 有(１単元100株) 　 　

　

1.　18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1) 経営成績 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 14,386 (112.1) 1,711 (118.8) 1,599 (107.6)

17年９月中間期 6,782 (6.0) 782 (25.7) 770 (27.9)

18年３月期 21,972 (60.7) 2,609 (52.3) 2,483 (47.7)
　

　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 1,585 (287.7) 39 62

17年９月中間期 399 (△16.4) 27 16

18年３月期 2,556 (119.1) 93 28
(注) ① 期中平均株式数 18年９月中間期 40,025,490株 17年９月中間期 14,693,601株 18年３月期 27,312,506株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率
　

(2) 財政状態 (注)　記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 27,529 11,818 42.9 295 24

17年９月中間期 12,837 8,110 63.2 548 73

18年３月期 27,912 10,645 38.1 265 78
(注) ① 期末発行済株式数 18年９月中間期 40,030,246株 17年９月中間期 14,780,200株 18年３月期 40,021,076株

　 ② 期末自己株式数 18年９月中間期 38,104株 17年９月中間期 19,750株 18年３月期 36,874株
　
　
2.　19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

通期 31,350 3,900 3,940

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　　98円　42銭
　
3.　配当状況

・現金配当 １株当たり配当金

　 中間期末 期末 年間

　 円 銭 円 銭 円 銭

18年３月期 7 50 10 00 17 50

19年３月期(実績) 12 50 ― ―
25 00

19年３月期(予想) ― ― 12 50
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6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

（平成17年９月30日）

当中間会計期間末

（平成18年９月30日）

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 952,366 　 　 1,737,146 　 　 1,260,373 　 　

　２　受取手形 　 14,119 　 　 346 　 　 9,064 　 　

　３　売掛金 　 1,595,834 　 　 2,235,345 　 　 2,836,165 　 　

　４　たな卸資産 　 402,901 　 　 691,460 　 　 389,608 　 　

　５　その他 ※４ 506,206 　 　 1,900,707 　 　 2,109,712 　 　

　　　貸倒引当金 　 △2,189 　 　 △25,155 　 　 △27,689 　 　

　　　流動資産合計 　 　 3,469,239 27.0 　 6,539,851 23.8 　 6,577,236 23.6

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　(1) 建物 ※1,2 1,765,655 　 　 1,804,472 　 　 1,835,485 　 　

　　　(2) 構築物 ※1,2 2,895,523 　 　 10,073,483 　 　 10,235,053 　 　

　　　(3) 機械装置 ※1,2 3,259,445 　 　 3,653,499 　 　 3,944,097 　 　

　　　(4) 土地 ※２ 391,448 　 　 1,046,926 　 　 1,046,926 　 　

　　　(5) その他 ※1,2 227,799 　 　 311,480 　 　 240,381 　 　

　　　有形固定資産合計 　 8,539,872 　 66.5 16,889,862 　 61.3 17,301,945 　 62.0

　２　無形固定資産 　 292,683 　 2.3 510,575 　 1.9 430,170 　 1.5

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　(1) 関係会社株式 　 ― 　 　 2,906,650 　 　 2,906,650 　 　

　　　(2) その他 　 535,298 　 　 719,958 　 　 706,941 　 　

　　　貸倒引当金 　 △24 　 　 △38,136 　 　 △11,827 　 　

　　　投資その他の資産
　　　合計

　 535,274 　 4.2 3,588,471 　 13.0 3,601,763 　 12.9

　　　固定資産合計 　 　 9,367,829 73.0 　 20,988,909 76.2 　 21,333,879 76.4

Ⅲ　繰延資産 　 　 ― 0.0 　 996 0.0 　 1,328 0.0

　　　資産合計 　 　 12,837,069 100.0 　 27,529,757 100.0 　 27,912,444 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年９月30日）

当中間会計期間末

（平成18年９月30日）

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　買掛金 　 190,086 　 　 798,058 　 　 722,891 　 　

　２　短期借入金 ※５ 2,732,000 　 　 6,702,000 　 　 7,375,000 　 　

　３　１年以内返済予定
　　　長期借入金

※２ 256,500 　 　 2,031,360 　 　 2,239,460 　 　

　４　未払金 　 608,322 　 　 1,363,113 　 　 1,283,699 　 　

　５　設備未払金 　 176,204 　 　 397,598 　 　 506,801 　 　

　６　未払法人税等 　 320,218 　 　 51,639 　 　 13,491 　 　

　７　賞与引当金 　 181,900 　 　 331,213 　 　 265,725 　 　

　８　その他 ※４ 141,782 　 　 691,355 　 　 511,439 　 　

　　　流動負債合計 　 　 4,607,014 35.9 　 12,366,337 44.9 　 12,918,509 46.3

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 ※２ 6,500 　 　 3,029,470 　 　 3,997,000 　 　

　２　退職給付引当金 　 106,892 　 　 156,992 　 　 184,185 　 　

　３　その他 　 6,206 　 　 158,368 　 　 167,264 　 　

　　　固定負債合計 　 　 119,599 0.9 　 3,344,830 12.2 　 4,348,449 15.6

　　　負債合計 　 　 4,726,614 36.8 　 15,711,168 57.1 　 17,266,958 61.9

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 2,177,011 17.0 　 ─ ─ 　 2,190,575 7.8

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 2,102,681 　 　 ─ 　 　 2,601,648 　 　

　２　自己株式処分差益 　 ― 　 　 ─ 　 　 191 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 2,102,681 16.4 　 ─ ─ 　 2,601,840 9.3

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 21,160 　 　 ─ 　 　 21,160 　 　

　２　任意積立金 　 500,000 　 　 ─ 　 　 500,000 　 　

　３　中間(当期)
　　　未処分利益

　 3,318,813 　 　 ─ 　 　 5,365,086 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 3,839,973 29.9 　 ─ ─ 　 5,886,246 21.1

Ⅳ　その他有価証券評価
　　差額金

　 　 10,970 0.1 　 ─ ─ 　 14,478 0.1

Ⅴ　自己株式 　 　 △20,181 △0.2 　 ─ ─ 　 △47,654 △0.2

　　　資本合計 　 　 8,110,454 63.2 　 ─ ─ 　 10,645,485 38.1

　　　負債・資本合計 　 　 12,837,069 100.0 　 ─ ─ 　 27,912,444 100.0
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前中間会計期間末

（平成17年９月30日）

当中間会計期間末

（平成18年９月30日）

前事業年度の
要約貸借対照表

（平成18年３月31日）

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― ― 　 2,193,409 8.0 　 ― ―

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 ― 　 　 2,604,480 　 　 ― 　 　

　　(2) その他資本剰余金 　 ― 　 　 254 　 　 ― 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 ― ― 　 2,604,734 9.4 　 ― ―

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 ― 　 　 21,160 　 　 ― 　 　

　　(2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　任意積立金 　 ― 　 　 500,000 　 　 ― 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 ― 　 　 6,542,218 　 　 ― 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 ― ― 　 7,063,378 25.7 　 ― ―

　４　自己株式 　 　 ― ― 　 △49,555 △0.2 　 ― ―

　　　株主資本合計 　 　 ― ― 　 11,811,967 42.9 　 ― ―

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 ― ― 　 6,622 0.0 　 ― ―

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 ― ― 　 6,622 0.0 　 ― ―

　　　純資産合計 　 　 ― ― 　 11,818,589 42.9 　 ― ―

　　　負債純資産合計 　 　 ― ― 　 27,529,757 100.0 　 ― ―
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 ※４ 　 6,782,045 100.0 　 14,386,896 100.0 　 21,972,256 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 5,189,604 76.5 　 8,673,420 60.3 　 14,578,830 66.4

　　　売上総利益 　 　 1,592,440 23.5 　 5,713,476 39.7 　 7,393,426 33.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 810,258 12.0 　 4,001,713 27.8 　 4,784,243 21.7

　　　営業利益 　 　 782,182 11.5 　 1,711,762 11.9 　 2,609,182 11.9

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 603 0.0 　 12,486 0.1 　 29,113 0.1

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 12,293 0.1 　 124,625 0.9 　 154,885 0.7

　　　経常利益 　 　 770,492 11.4 　 1,599,624 11.1 　 2,483,409 11.3

Ⅵ　特別利益 　 　 3,840 0.0 　 27,753 0.2 　 31,340 0.2

Ⅶ　特別損失 　 　 93,726 1.4 　 79,450 0.5 　 346,207 1.6

　　　税引前中間(当期)
　　　純利益

　 　 680,606 10.0 　 1,547,926 10.8 　 2,168,542 9.9

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 302,927 　 　 14,652 　 　 20,992 　 　

　　　法人税等調整額 　 △21,543 281,384 4.1 △52,668 △38,016 △0.2 △408,796 △387,804 △1.7

　　　中間(当期)純利益 　 　 399,222 5.9 　 1,585,943 11.0 　 2,556,346 11.6

　　　前期繰越利益 　 　 2,919,590 　 　 ─ 　 　 2,919,590 　

　　　中間配当額 　 　 ― 　 　 ─ 　 　 110,851 　

　　　中間(当期)未処分
　　　利益

　 　 3,318,813 　 　 ─ 　 　 5,365,086 　
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③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計任意積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日
残高(千円)

2,190,575 2,601,648 191 2,601,840 21,160 500,000 5,365,086 5,886,246 △47,654 10,631,007

中間会計期間中の
変動額

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　新株の発行 2,834 2,831 　 2,831 　 　 　 　 　 5,665

　剰余金の配当 　 　 　 　 　 　 △400,210 △400,210 　 △400,210

　役員賞与 　 　 　 　 　 　 △8,600 △8,600 　 △8,600

　中間純利益 　 　 　 　 　 　 1,585,943 1,585,943 　 1,585,943

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 　 △2,134 △2,134

　自己株式の処分 　 　 62 62 　 　 　 　 233 296

　株主資本以外の
  項目の中間会計
  期間中の変動額
  (純額)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

中間会計期間中の
変動額合計(千円)

2,834 2,831 62 2,894 ― ― 1,177,132 1,177,132 △1,900 1,180,959

平成18年９月30日
残高(千円)

2,193,409 2,604,480 254 2,604,734 21,160 500,000 6,542,218 7,063,378 △49,555 11,811,967

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日
残高(千円)

14,478 14,478 10,645,485

中間会計期間中の
変動額

　 　 　

　新株の発行 　 　 5,665

　剰余金の配当 　 　 △400,210

　役員賞与 　 　 △8,600

　中間純利益 　 　 1,585,943

　自己株式の取得 　 　 △2,134

　自己株式の処分 　 　 296

　株主資本以外の
  項目の中間会計
  期間中の変動額
  (純額)

△7,856 △7,856 △7,856

中間会計期間中の
変動額合計(千円)

△7,856 △7,856 1,173,103

平成18年９月30日
残高(千円)

6,622 6,622 11,818,589
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④ 中間キャッシュ・フロー計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　

　１　税引前中間純利益 　 680,606

　２　減価償却費 　 674,655

　３　貸倒引当金の増減額(減少：△) 　 △657

　４　賞与引当金の増減額(減少：△) 　 8,500

　５　退職給付引当金の増減額(減少：△) 　 14,579

　６　受取利息及び受取配当金 　 △148

　７　支払利息 　 12,221

　８　固定資産除却損 　 26,726

　９　売上債権の増減額(増加：△) 　 311,799

　10　たな卸資産の増減額(増加：△) 　 △320,089

　11　仕入債務の増減額(減少：△) 　 27,572

　12　役員賞与の支払額 　 △5,500

　13　その他 　 △101,708

　　　　小計 　 1,328,557

　14　利息及び配当金の受取額 　 148

　15　利息の支払額 　 △12,516

　16　法人税等の支払額 　 △378,949

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 937,240

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　

　１　有形固定資産の取得による支出 　 △781,062

　２　無形固定資産の取得による支出 　 △77,550

　３　その他 　 10,323

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △848,289

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　

　１　短期借入金の純増減額(減少：△) 　 △368,000

　２　長期借入金の返済による支出 　 △221,000

　３　株式の発行による収入 　 65,496

　４　自己株式の取得及び売却 　 △7,508

　５　配当金の支払額 　 △109,691

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 △640,704

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額(減少：△) 　 △551,753

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 　 1,504,119

Ⅵ　現金及び現金同等物の中間期末残高 　 952,366
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１．資産の評価基準及び評

価方法

(1) 有価証券

――――――

　

　

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　中間期末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定)

(1) 有価証券

　　子会社株式

　移動平均法による　

　　原価法

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　中間期末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

純資産直入法により

処理し、売却原価は

移動平均法により算

定)

(1) 有価証券

　　子会社株式

同左

　

　　その他有価証券

　　　時価のあるもの

　決算期末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定)

　　　時価のないもの

　移動平均法による

原価法

　　　時価のないもの

同左

　　　時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

　　商品・仕掛品

　個別法による原価法

　　貯蔵品

　　　最終仕入原価法

(2) たな卸資産

　　商品・仕掛品

同左

　　貯蔵品

　　　通信機器

先入先出法による

原価法

　　　上記以外

最終仕入原価法

(2) たな卸資産

　　商品・仕掛品

同左

　　貯蔵品

同左

２．固定資産の減価償却の

方法

(1) 有形固定資産

　定率法(ただし、情報

センタービル、通信設備

については定額法)

(1) 有形固定資産

静岡本社 定率法

静岡本社を除く

事務所設備
定額法

データセンター

（建物は定額法)
定率法

通信設備 定額法

放送設備 定額法

(1) 有形固定資産

同左

　なお主な耐用年数は次

のとおり。

建物 ６年～42年

構築物 10年～27年

機械装置 ６年

工具器具

備品
５～15年

　なお主な耐用年数は次

のとおり。

建物 ２年～42年

構築物 ２年～27年

機械装置 ２年～15年

工具器具

備品
２年～20年

　

(2) 無形固定資産

――――――

(2) 無形固定資産

　①　のれん

　定額法　

　のれんについては

投資効果の及ぶ期間

(５年)にわたり償却

しております。

(2) 無形固定資産

　①　営業権

　商法施行規則に規

定する最長期間(５

年)にわたり均等償

却しております。
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前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　 ①　自社利用目的のソフ

トウェア

　社内における利用

可能期間(５年)に基

づく定額法

②　自社利用目的のソフ

トウェア

同左

②　自社利用目的のソフ

トウェア

同左

　 ②　ソフトウェア以外の

無形固定資産

　　　　定額法

　　　　なお、主な耐用年

数は20年

③　ソフトウェア以外の

無形固定資産

　　　　定額法

　　　　なお、主な耐用年

数は11年

③　ソフトウェア以外の

無形固定資産

　　　　定額法

　　　　なお、主な耐用年

数は20年

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損

失に備えるため一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上し

ております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

　 (2) 賞与引当金

　従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、将来の支給見込額の

うち当中間会計期間の負

担額を計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左

(2) 賞与引当金

　従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てるた

め、将来の支給見込額の

うち当期の負担額を計上

しております。

　 (3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。

　なお、会計基準変更時

差異(203,118千円)につ

いては、10年による按分

額を費用処理しておりま

す。

　数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の平

均残存勤務期間(17年)に

よる定額法により翌事業

年度から費用処理してお

ります。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末

において発生していると

認められる額を計上して

おります。

　なお、会計基準変更時

差異については、10年に

よる按分額を費用処理し

ております。

　数理計算上の差異はそ

の発生時の従業員の平均

残存勤務期間(15～17年)

による定額法により、翌

事業年度から費用処理し

ております。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基

づき計上しております。

　なお、会計基準変更時

差異については、10年に

よる按分額を費用処理し

ております。

　数理計算上の差異はそ

の発生時の従業員の平均

残存勤務期間(15～17年)

による定額法により、翌

事業年度から費用処理し

ております。
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前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

４．リース取引の処理方法

　

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左 同左

５．ヘッジ会計の方法

　

(1) ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ

処理によっております。

なお、金利スワップ取引

について特例処理の要件

を満たしているため、特

例処理を採用しておりま

す。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

　 (2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

(ヘッジ手段)

　金利スワップ

(ヘッジ対象)

　借入金利息

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対

象

同左

　 (3) ヘッジ方針

　当社は、借入金の金利

変動リスクを回避する目

的で金利スワップを行っ

ております。

(3) ヘッジ方針

同左

(3) ヘッジ方針

同左

　 (4) ヘッジの有効性評価の

方法

　金利スワップの特例処

理の要件を満たしてお

り、有効性の評価を省略

しております。

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

同左

(4) ヘッジの有効性評価の

方法

同左

６．中間キャッシュ・フロ

ー計算書における資金の

範囲

　

　中間キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金

及び現金同等物)は手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

―――――― ――――――

７．その他中間財務諸表作

成のための基本となる重

要な事項

　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。

　消費税等の会計処理

同左

　消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準)

　当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。

　従来の資本の部の合計に相当する

金額は11,818,589千円であります。

　なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は，改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。

―――――
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額は、4,087,601千円でありま

す。

　

※１　有形固定資産の減価償却累計

額は、12,458,362千円でありま

す。

　

※１　有形固定資産の減価償却累計

額は、11,112,690千円でありま

す。

　

※２　　　　―――――

　

※２　担保提供資産及び対応債務は

次のとおりであります。

担保提供資産

建物
92,183
千円

(92,183
千円)

構築物
6,234,237

千円
(6,234,237

千円)

機械装置
699,076

千円
(699,076

千円)
工具、器具
及び備品

13,890
千円

(13,890
千円)

土地
683,159

千円
(141,460

千円)

計
7,722,547

千円
(7,180,848

千円)

　 　 　

対応債務
長期借入金
(一年以内返
済予定分を含
む。)

3,294,330
千円

(3,254,330
千円)

計
3,294,330

千円
(3,254,330

千円)
上記のうち(　)内書は工場財団抵当
並びに当該債務を示しております。
　

※２　担保提供資産及び対応債務は

次のとおりであります。

担保提供資産

建物
95,328
千円

(95,328
千円)

構築物
6,168,894

千円
(6,168,894

千円)

機械装置
831,683

千円
(831,683

千円)
工具、器具
及び備品

13,726
千円

(13,726
千円)

土地
683,159

千円
(141,460

千円)

計
7,792,792

千円
(7,251,092

千円)

　 　 　

対応債務
長期借入金
(一年以内返
済予定分を含
む。)

3,928,860
千円

(3,843,860
千円)

計
3,928,860

千円
(3,843,860

千円)
上記のうち(　)内書は工場財団抵当
並びに当該債務を示しております。
　

　３　　　　―――――

　

　３　偶発債務

下記の会社の金融機関からの

借入金及びリース会社からのリ

ース債務に対して、次のとおり

債務保証を行っております。

㈱いちはらコミ
ュニティー・ネ
ットワーク・テ
レビ

758,905千円

厚木伊勢原ケー
ブルネットワー
ク㈱

1,080,500千円

熊谷ケーブルテ
レビ㈱

149,000千円

㈱イースト・コ
ミュニケーショ
ンズ

20,574千円

計 2,008,979千円

　

　３　偶発債務

下記の会社の金融機関からの

借入金及びリース会社からのリ

ース債務に対して、次のとおり

債務保証を行っております。

㈱いちはらコミ
ュニティー・ネ
ットワーク・テ
レビ

828,615千円

厚木伊勢原ケー
ブルネットワー
ク㈱

1,302,600千円

熊谷ケーブルテ
レビ㈱

90,000千円

㈱イースト・コ
ミュニケーショ
ンズ

22,860千円

計 2,244,075千円

　

※４　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※４　消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債の

「その他」に含めて表示してお

ります。

※４　　　　―――――

― 12 ―



前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

※５　当社は、運転資金の効率的な

調達を行なうため取引銀行５行

と当座貸越契約を締結しており

ます。これら契約に基づく当中

間会計期間末の借入実行残高等

は次のとおりであります。

当座貸越極度
額の総額

5,750,000千円

借入実行残高 2,732,000千円

差引額 3,018,000千円

※５　当社は、運転資金の効率的な

調達を行なうため取引銀行８行

と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当中間

会計期間末の借入実行残高等は

次のとおりであります。

当座貸越極度
額及び貸出コ
ミットメント
の総額

10,750,000千円

借入実行残高 6,702,000千円

差引額 4,048,000千円

※５　当社は、運転資金の効率的な

調達を行なうため取引銀行７行

と当座貸越契約及び貸出コミッ

トメント契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当事業

年度末の借入実行残高等は次の

とおりであります。

当座貸越極度
額及び貸出コ
ミットメント
の総額

9,410,000千円

借入実行残高 5,775,000千円

差引額 3,635,000千円
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(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 7千円

　

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 380千円

法人税等還付
加算金

8,504千円

　

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 3,459千円

　

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 12,221千円

　

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 109,237千円

　

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 144,620千円

　

　３　減価償却実施額

有形固定資産 641,351千円

無形固定資産 33,303千円

　

　３　減価償却実施額

有形固定資産 1,430,151千円

無形固定資産 64,160千円

長期前払費用 1,853千円

　

　３　減価償却実施額

有形固定資産 2,035,098千円

無形固定資産 91,542千円

長期前払費用 3,285千円

　

※４　売上高の季節的変動

当社の売上高は季節的変動が

著しく、事業年度の上半期と下

半期との間に著しい相違があり

ます。

当中間会計期間末に至る１年

間の売上高は次のとおりであり

ます。

前事業年度
の下半期

7,274,102千円

当中間会計
期間

6,782,045千円

合計 14,056,147千円

※４　　　 ―――――― ※４　　　 ――――――
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(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 36,874 1,410 180 38,104
　
　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　1,410株

　　減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買増請求による減少　　  　180株

　

　

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

前中間会計期間（自　平成17年４月１日　至　平成17年９月30日）

１　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　(平成17年９月30日)

現金及び預金勘定 952,366千円

現金及び現金同等物 952,366千円
　
　

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

前事業年度より連結財務諸表を作成しているため、記載は省略しております。

　

前事業年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、記載は省略しております。
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リース取引関係

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引に係る注
記

　(1) 借主側
　　①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及
び中間期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高
相当額
(千円)

機械装置 3,395,449 2,065,592 1,329,857

その他
(有形固
定資産)

395,640 236,199 159,441

計 3,791,090 2,301,791 1,489,298

１　リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引に係る注
記

　(1) 借主側
　　①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及
び中間期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高
相当額
(千円)

機械装置 2,266,515 1,277,676 988,838

その他
(有形固
定資産)

4,152,705 1,579,686 2,573,019

無形固定
資産

115,379 55,899 59,480

計 6,534,600 2,913,262 3,621,338

１　リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外のフ
ァイナンス・リース取引に係る注
記

　(1) 借主側
　　①　リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及
び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

機械装置 3,026,536 1,802,802 1,223,733

その他
(有形固
定資産)

3,792,291 1,306,765 2,485,526

無形固定
資産

144,745 65,711 79,034

計 6,963,574 3,175,280 3,788,294

　　②　未経過リース料中間期末残
高相当額

１年内 786,090千円
１年超 841,993千円
計 1,628,084千円

　　②　未経過リース料中間期末残
高相当額

１年内 1,264,260千円
１年超 2,439,133千円
計 3,703,394千円

　　②　未経過リース料期末残高相
当額

１年内 1,322,626千円
１年超 2,533,482千円
計 3,856,109千円

　　③　支払リース料、減価償却費
相当額及び支払利息相当額

支払リース料 568,833千円

減価償却費
相当額

524,984千円

支払利息
相当額

36,448千円

　　③　支払リース料、減価償却費
相当額及び支払利息相当額

支払リース料 800,345千円

減価償却費
相当額

737,178千円

支払利息
相当額

60,191千円

　　③　支払リース料、減価償却費
相当額及び支払利息相当額

支払リース料 1,420,779千円

減価償却費
相当額

1,308,745千円

支払利息
相当額

97,940千円

　　④　減価償却費相当額の算定方
法

リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定額
法によっております。

　　④　減価償却費相当額の算定方
法

同左

　　④　減価償却費相当額の算定方
法

同左

　　⑤　利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を
利息相当額とし、各期への配
分方法については利息法によ
っております。

　　⑤　利息相当額の算定方法
同左

　　⑤　利息相当額の算定方法
同左

　(2) 貸主側
　　　未経過リース料中間期末残高

相当額
１年内 33,628千円
１年超 53,743千円
計 87,372千円

　(2) 貸主側
　　　未経過リース料中間期末残高

相当額
１年内 1,579千円
１年超 ― 千円
計 1,579千円

　(2) 貸主側
　　　未経過リース料期末残高相当

額
１年内 4,300千円
１年超 ― 千円
計 4,300千円

(注)　上記は、すべて転貸リース取
引に係る貸主側の未経過リース
料中間期末残高相当額でありま
す。なお、当該転貸リース取引
は、おおむね同一の条件で第三
者にリースしておりますので、
ほぼ同額の残高が上記の借主側
の未経過リース料中間期末残高
相当額に含まれております。

(注)　上記は、すべて転貸リース取
引に係る貸主側の未経過リース
料中間期末残高相当額でありま
す。なお、当該転貸リース取引
は、おおむね同一の条件で第三
者にリースしておりますので、
ほぼ同額の残高が上記の借主側
の未経過リース料中間期末残高
相当額に含まれております。

(注)　上記は、すべて転貸リース取
引に係る貸主側の未経過リース
料期末残高相当額であります。
なお、当該転貸リース取引は、
おおむね同一の条件で第三者に
リースしておりますので、ほぼ
同額の残高が上記の借主側の未
経過リース料期末残高相当額に
含まれております。

　
２　オペレーティング・リース取引
　借主側

未経過リース料
１年内 48,629千円
１年超 70,520千円
計 119,149千円

　
２　オペレーティング・リース取引
　借主側

未経過リース料
１年内 26,598千円
１年超 52,580千円
計 79,178千円

　
２　オペレーティング・リース取引
　借主側

未経過リース料
１年内 25,899千円
１年超 62,424千円
計 88,323千円
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有価証券関係

前中間会計期間末(平成17年９月30日)

１　その他有価証券で時価のあるもの

　

区分 取得原価(千円)
中間貸借対照表計上額

(千円)
差額(千円)

株式 25,581 43,774 18,193

合計 25,581 43,774 18,193

　

２　時価評価されていない主な有価証券

　

区分 中間貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券
　　非上場株式

23,376

　

当中間会計期間末(平成18年９月30日)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　なお、前事業年度より連結財務諸表を作成しておりますので、子会社株式及び関連会社株式を除き記

載は省略しております。

　

前事業年度末(平成18年３月31日)

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　なお、当事業年度より連結財務諸表を作成しておりますので、子会社株式及び関連会社株式を除き記

載は省略しております。

　

　

デリバティブ取引関係

前中間会計期間末(平成17年９月30日)

　当社はデリバティブ取引を利用しておりますが、全てヘッジ会計が適用されているため、記載を省

略しております。

　

当中間会計期間末(平成18年９月30日)

　前事業年度より連結財務諸表を作成しているため、記載は省略しております。

　

前事業年度末(平成18年３月31日)

　当事業年度より連結財務諸表を作成しているため、記載は省略しております。
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１株当たり情報

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 548円73銭 １株当たり純資産額 295円24銭 １株当たり純資産額 265円78銭

１株当たり中間純利益 27円16銭 １株当たり中間純利益 39円62銭 １株当たり当期純利益 93円28銭

潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

26円93銭
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益

39円53銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

92円81銭

(注)　算定上の基礎は以下のとおりであります。

　

１．１株当たり純資産額

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) ― 11,818,589 ―

純資産の部の合計額から控除する金
額(千円)

― ― ―

普通株式に係る中間期末(期末)の純
資産額(千円)

― 11,818,589 ―

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた中間期末(期末)の普通株式の数
(株)

― 40,030,246 ―

　

２．１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益 　 　 　

　中間(当期)純利益(千円) 399,222 1,585,943 2,556,346

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 8,600

　(うち利益処分による役員賞与金
　(千円))

― ― 8,600

　普通株式に係る中間(当期)純利益
　(千円)

399,222 1,585,943 2,547,746

　普通株式の期中平均株式数(株) 14,693,601 40,025,490 27,312,506

　 　 　 　

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

　 　 　

　中間(当期)純利益調整額(千円) ― ― ―

　普通株式増加数(株) 126,717 91,202 136,888

　(うち新株予約権(株)) 126,717 91,202 136,888

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後１株当たり中間(当期)純利
益の算定に含めなかった潜在株式の
概要

平成16年６月25日の定時
株主総会において特別決
議された新株予約権１種
類
(新株予約権の数　572個)

― ―
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重要な後発事象

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

株式会社トーカイ・ブロードバン

ド・コミュニケーションズとの合併

　当社と株式会社トーカイ・ブロー

ドバンド・コミュニケーションズ(以

下「トーカイ・コム」という)は、平

成17年３月15日開催の当社取締役会

及びトーカイ・コム取締役会におい

て決議された合併覚書並びに平成17

年５月13日開催の当社取締役会及び

トーカイ・コム取締役会において決

議され、また平成17年６月27日開催

のトーカイ・コム定時株主総会及び

平成17年６月28日開催の当社定時株

主総会においてそれぞれ承認された

合併契約書に基づき、平成17年10月

１日を合併期日として合併いたしま

した。

　合併に関する事項の概要は以下の

とおりであります。

(1) トーカイ・コムは平成17年10月

１日をもって解散いたしました。

(2)  当社は合併に際して普通株式

25,208,700株を発行し、当社の発

行済株式総数は40,008,650株とな

りました。

(3) 当社は合併により、資本準備金

が485,427千円増加しております。

この結果、資本準備金は2,588,108

千円となりました。なお、合併に

伴なう資本金の増加はありませ

ん。

(4) 当社がトーカイ・コムから引継

いだ資産・負債の内訳は、次のと

おりであります。

　　資産合計　　15,304,934千円

　　（流動資産　 3,070,942千円、

　　　固定資産　12,230,305千円、

　　　繰延資産　     3,687千円）

　　負債合計　　14,809,631千円

　　（流動負債　 9,542,075千円、

　　　固定負債　 5,267,556千円）

(5) 引継いだ資産のうち、7,802,849

千円は担保提供しております。

―――――――― ――――――――
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前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

(6) 合併したことに伴ない、平成17

年10月１日から次のとおりトーカ

イ・コムの子会社３社の債務保証

を行なっております。

厚木伊勢原ケーブ
ルネットワーク㈱

1,205,600
千円

いちはらコミュニ
ティー・ネットワ
ーク・テレビ㈱

807,915
千円

㈱イースト・コミ
ュニケーションズ

97,146
千円

合計
2,110,661

千円

―――――――― ――――――――
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